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事業への建設投資は，図 1.1に示すように，平成 7 年度に 35 兆円でピークに達した後，ほぼ減






























*Operation and Maintenance 
 






























































































































































































































































































び大津ら 20)は，地球統計学手法の 1 つである外生ドリフト・クリギングとコア評価点 21)を用い










 本論文の構成は全 8 章からなる．図 1.4に本論文のフローを示す． 
第 1章では，本研究の背景と目的，既往の研究成果について述べている． 
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て，文献 23 のデータをもとに整理する． 
 
(1) 分析事例 1（原出典は文献 24） 
 旧日本道路公団が建設した山陽・九州・四国・北陸・長野の各自動車道路トンネル 37 本，総
延長 41.6km を分析したものである．表 2.1および図 2.1に設計時と施工時の地山等級の比較を
示す．なお，山岳トンネルにおける支保工の設計においては，地山分類（地山等級）に応じた標
準的な支保パターンを適用するのが一般的であり，地山等級と支保パターンはほぼ一致する．表




① 「一致」が 26～54%，「下位側」が 34～66%，「上位側」が 5～20%である．ほぼ半数以上
で変更が行われ，「下位側」への変更が多い． 





表 2.1 設計時と施工時の地山等級の比較 24) 
 上位側(%) 一致(%) 下位側(%) 
片岩 9 26 66 
粘板岩 14 53 34 
花崗岩 6 54 40 
凝灰角礫岩 20 42 39 
砂岩頁岩互層 7 36 57 




























図 2.1 設計時と施工時の地山等級の比較（表 2.1をもとに作成） 
 
 
(2) 分析事例 2（原出典は文献 25） 
 旧日本道路公団広島建設局管内の高速道路トンネル 32 本，総延長 22.1km を分析したもので
ある．表 2.2に調査トンネルでの調査延長距離と支保パターン，表 2.3に支保パターンごとの換










① 表2.2に示すように，変更率は花崗岩で 9～89%で平均 42%，粘板岩で 25～70％で平均 62％，











表 2.2 調査トンネルでの調査延長距離と支保パターン 25) 
花崗岩トンネル 粘板岩トンネル 片岩トンネル  
総延長 変更長 変更率 総延長 変更長 変更率 総延長 変更長 変更率
1 782 139 17.8 1349 809 60.0 580 381 65.7
2 813 130 16.0 1360 914 67.2 690 341 49.4
3 619 204 33.0 415 161 38.8 420 372 88.6
4 805 398 49.4 376 95 25.3 492 422 85.8
5 1011 795 78.6 1381 963 69.7 363 74 20.4
6 1020 765 75.0 1766 1209 68.5 304 13 4.3
7 585 522 89.2 1001 788 78.7
8 558 344 61.6 1053 913 86.7
9 316 136 43.0 231 89 38.5
10 366 101 27.6 295 170 57.6
11 612 199 32.5   
12 879 170 19.3   
13 875 178 20.3   
14 758 69 9.1   
全 9999 4150 41.5 6647 4151 62.4 5429 3563 65.6
 
 
表 2.3 支保パターンごとの換算 25) 
花崗岩トンネル 粘板岩トンネル 片岩トンネル 
支保
 下位側 上位側 総合 下位側 上位側 総合 下位側 上位側 総合 
A 50.5 － 50.5 100.0 － 100.0 － － － 
B 43.7 0.1 43.8 80.9 0.0 80.9 99.5 0.0 99.5 
CⅠ 42.6 25.6 68.2 74.2 1.5 75.7 100.0 0.0 100.0 
CⅡ 8.2 7.7 15.9 29.1 29.2 58.3 26.5 3.7 30.2 
DⅠ 11.0 25.0 36.0 6.3 41.0 47.3 2.6 34.8 37.4 
DⅡ － 16.3 16.3 － 16.9 16.9 － 24.5 24.5 
 
 
表 2.4 2 段階以上の変更に関する換算変更率の総和 25) 
換算変更率(%) 
支保
 花崗岩 粘板岩 片岩 
A 15.3 82.1 － 
B 22.1 48.5 96.3 
CⅠ 6.9 36.7 100.0 
CⅡ 5.5 21.1 11.8 
DⅠ 0.7 11.5 10.5 
DⅡ 0.0 12.5 0.0 
 
12 
(3) 分析事例（原出典は文献 26） 
 旧日本道路公団が平成 9 年度以降に施工した 2 車線道路トンネル 16 本，総延長 8.4km を分析
したものである．分析結果を図 2.2および図 2.3に示す．ここで，「0」は事前調査支保パターン































 ここでは，事前調査結果と実際の地山状況が乖離した事例を示す．図 2.4 の A トンネルは，
事前調査結果では鉛直方向の断層を想定したが，掘削時の切羽観察から片理の方向や岩相分布が
断層破砕帯の分布方向と同一であることから，向斜形成時の褶曲運動による「地層の水平ズレに





















 さて，前述の A トンネルにおける地山状況の乖離は，図 2.4 の見直し結果に示される中央部
付近の 4.4km/s の地層より深部の弾性波速度については，①の理由により 3.5km/s の BS 層を検
出することができず，②の理由により鉛直下方に 4.4km/sの速度が解釈されたものと考えられる．




図 2.4 A トンネルの事例 23) 
 
 


































とができない．その例を図 2.8 に示す．図 2.8(1)には，中間層 V2が，その下位層 V3より速
い場合である．この場合，V3層は上記の理由により検出されず，V1と V2の 2 層構造として解
析されてしまう．図 2.8(2)は，同様に V2層は上位の V1層より遅いため，V1層のみの 1 層構
造として解析されてしまう． 
また，最下層以深の弾性波速度については，最下層の弾性波速度が鉛直下方に続くものとし














































































図 2.9 弾性波探査結果，設計支保，施工支保における岩級区分 




表 2.5 地質別速度低減率※1 26) 
坑壁弾性波探査
平均-σ 平均 平均+σ
深成岩 0.66 0.52 0.38
第三紀層 0.71 0.58 0.46
中古生層 0.77 0.63 0.50





深成岩 0.74 0.64 0.55
第三紀層 0.80 0.77 0.74
中古生層 0.87 0.77 0.67






































図 2.10 地質別速度低減率 26) 
 
 





































































たとえば，図 3.3 a)に示すように，異なる 2 種類の金融商品 X1および X2の予想価格の分布が
それぞれ ( )11,N σμ および ( )22 ,N σμ の正規分布に従うと仮定する．この場合における標準偏差

















jijin Covsssss ξξσ ∑ ∑=⋅⋅⋅⋅⋅⋅  (3.1)
iip s∑= μμ  (3.2)
 
ここに， (s1, s2, ,……, sn)は各資産の資産比率， σ2 (s1, s2, ……, sn)はポートフォリオ(s1, s2, ……, sn)
の収益率分布に関する分散， μiは資産 i の期待収益率， μpはポートフォリオの期待収益率およ
( )111 ,N:X σμ
( )222 ,N:X σμ
1μ 1μ
( )111 ,N:X σμ






a) 金融商品の予想価格の確率分布 b) リスク―期待値平面による表示 
2μ 2μ
23 
び Cov(ξi, ξj)は 2 つの資産 i と資産 j の間での収益率の共分散を表わす． 
ここで，上記の理論に関する議論を簡素化するため， 2 つの資産を対象とした場合のポート
フォリオ理論に基づくリスク分析について，以下に概説する． 
 まず，2 つの資産 X1，X2の変動特性が，それぞれ以下に示すような平均μ，標準偏差σを有す
る正規分布をするものと仮定する． 
 
・ 資産 X1の分布特性：N(μ1, σ1) 





( ) μαμαμ 211 +−=p  (3.3)
( ) ( ) σσαρασασασ 212222122 121 −++−=p  (3.4)
 
ここに，ρは 2 つの資産間の変動に関する相関係数を表し，-1 から+1 の間の値となる． 
式(3.3)および式(3.4)に示す関係式において，5 つの相関係数ρ=-1.0，-0.5，0.0，0.5，1.0 に対し
て，それぞれ組合せ比率αを 0 から 1 まで変化させた場合の，リターンとリスクの関係は，図 3.4
の模式図のように表される．なお，図 3.4 に示した関係において，図中の AB より下の領域は，
式(3.4)および式(3.5)に示す関係より理論的には算定されるものであるが，同じリスクに対して小
さいリターンを与えるものとなるため，実際の投資では意味の無いものである． 



















(σP1)3 (σP1)2 (σP1)1 (σP1)0
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図 3.4 2 つの資産に対するポートフォリオの変動特性 5) 
24 
図 3.4に示すポートフォリオのリターン－リスク関係は，以下のように要約される． 















































これに対して，PFI 方式でのオーナー会社は SPC（Special Purpose Company）と呼ばれるよう
に単一プロジェクトを扱うこと，あるいは今後公共団体等が発注するプロジェクト数が減少する







3.3 調査の価値に関する考察 5),17) 
 






















( ) OppO ICCVB −Δ+−=1  (3.7)















































pp CC Δ<Δ *  (3.11)
 













いため，増加に向かうことが多い．ここで，建設コストが C*2 の場合あるいは建設コストが C*1









図 3.6 事前評価としての建設コスト変動のイメージ 15) 
 
 






( )111 ,N~ σμC
( )222 ,N~ σμC

























トル h で結ばれる領域内の任意の 2 点 x と x+h において，物性値の増分の期待値（ドリフト）
が 0 となり，物性値の増分の分散がベクトル h のみの関数となる． 
 
[ ] 0)()( E =−+ xhx ZZ  (4.1)
[ ] )(2)()(Var hxhx γ=−+ ZZ  (4.2)
 
ここで，Z(x)は位置 x における物性値を，Z(x+h)は位置 x から距離 h だけ離れた地点における物
性値を，および 2 )(hγ はバリオグラムと呼ばれる分散に基づいて算出される値を表す． 
この 2 次定常確率場において，推定点 x0における値 Z*(x0)をその近傍に存在する n 個の観測









ααω xx  (4.3)
 
物性値が領域内においてすべて一定値である場合を考えると，推定値も同じ値をとるべきであ






































間的相関を示した値を表す．2 点 αx ， βx 間のセミバリオグラムを )( βαγ xx − とすると，式(4.2)
より以下の関係が成り立つ． 





βα γγγ xxxxxxxxxx ZZZZ −−−−=−=−  (4.7)
 
したがって，式(4.6)の推定誤差分散 2OKσ は以下で表される． 
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αα μγωσ xx  (4.12)
 











































共分散関数 C(h)を求めることができる．図 4.2に概念図を示す． 














したがって，セミバリオグラム )(hγ は共分散関数を用いて以下で表される． 
 




































































































これら 2 種類の観測値には次のような相関関係を仮定する． 
 
[ ] )()(E xx sbaZ ⋅+=  (4.21)
 






























OKσ を最小化する重み係数を設定する． 0μ ，


































αα ωμωμσμμωφ xx  (4.25)
 




















































































 リスクの評価手法として，図 4.3 に示すリスクカーブによる方法がある．リスクカーブでは，
縦軸に超過確率，横軸にコストをとる．ここで，図 4.3に示す超過確率 0.5 に相当する建設コス



































































































































の施工方法が矢板工法から NATM へと変化したことにより， 1983 年に国鉄 NATM 設計施工指
針（案）43)にまとめられた．さらに，施工実績データの分析を行うとともに支保の考え方を発展














 本章および第 6章で検討する 2 つのトンネル（R トンネル，T トンネル）は，いずれも道路ト
ンネルである．そこで，道路トンネルの地山分類表の 1 つである旧日本道路公団（現 NEXCO）
の地山分類表（表 5.1）を用いることとする．  
42 




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5.3 事例検証 1 
 
5.3.1 R トンネルにおける事前調査の概要 
 
(1) 事前調査の概要 
R トンネルは，全長約 2.4km の 2 車線道路トンネルであり，図 5.1に示すように，奈良県中部
に位置する．地質は領家帯に位置し，石英花崗岩・花崗閃緑岩が分布する．1 次調査で実施され
た屈折法弾性波探査の結果では，トンネル掘削位置における弾性波速度は全区間の約 80％で 4.7




































































図 5.3 ダウンホール法による速度検層        図 5.4 音波検層の測定方法 48) 
の測定方法 33)                              音響発信器 Trから送信した音波は地層中を伝播 








波速度がそのまま鉛直下方に続くものとして解釈される．B-1 孔においては，標高約 460m 付近，



















   














体に占める割合は，当初設計では約 8 割が B 地山である．これに対して，修正設計では，約 1
割が B 地山，CⅠ地山が約 4 割，CⅡ地山が約 4 割，残り約 1 割が D 地山に変更されている．施








































(B-1) (B-2) (B-3) 
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 各地山等級区分における掘削単価（標準支保単価）を表 5.3に示す．ここで，表 5.3に示す単
価は直接工事費であり，付帯工事や諸経費等を含んでいない．なお，本研究では，表 5.3の下表






表 5.3 各地山区分に対する掘削コスト（2 車線道路トンネル）49) 









































B 624,050 620,000 
CⅠ 684,470 680,000 
CⅡ 802,230 800,000 








なる．図 5.8 に示すように，当初設計における掘削コストは 16.3 億円，修正設計における掘削


































では，2 つのケースを想定する．1 つは速度検層データが無い場合，もう 1 つは速度検層データ
がある場合である．事前調査においては，両坑口付近を除き，ボーリング調査が行われない場合
がある．このような場合を想定し，ボーリング調査（と速度検層）の有無が地山評価に及ぼす影









1) 解析対象は，R トンネル掘削位置を含む 2500m×360m の領域とする． 
2) 速度検層のデータとして，図 5.3に示した B-1～B-3 孔で実施されたダウンホール法による
速度検層データを用いる． 





表 5.4 検討に用いる情報と推定方法 
検討ケース 推定に用いる情報 推定方法 










表 5.5に示すように，影響範囲（Range）は，CASE1，CASE2 とも 1500m であり，Sill について

































                  (a) CASE1                                 (b) CASE2 
図 5.9 バリオグラム 
 
 
表 5.5 バリオグラムのモデル化関数（指数型モデル） 
 CASE1 CASE2 
Range(m) 1500 1500 

















































   
(b) CASE2 
 





















 R トンネルは花崗岩地山であり，地山分類表では表 5.2 に示す H 塊状地山に分類される．こ
の場合，弾性波速度区分と地山等級の関係は，図 5.11 に示すように，地山等級間で弾性波速度
が一部重複する（図中，灰色で網掛け下部分が地山等級間で弾性波速度が重複する部分）．そこ







































トンネルの全長 2.45km であることから，245×10,000 個の弾性波速度データが得られる． 
 
図 5.12 リスクカーブ算定の流れ 
 
CASE1 および CASE2 で得られる推定値をもつ 10,000 個
の弾性波速度データを作成 
10,000 個の弾性波速度について，地山等級を判定 









 図 5.13 に CASE1 および CASE2 によるリスクカーブを示す．ここで，図 5.13 において，超
過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，
超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオとする．各シナリオにおける地山評価を図 5.14
～図 5.17に示す．まず，図 5.13および表 5.6に示すように，CASE1 では，楽観シナリオは 15.6
億円，最尤シナリオでは 15.8 億円，悲観シナリオは 16.0 億円であり，楽観シナリオと悲観シナ




15.6 億円，最尤シナリオは 15.9 億円，悲観シナリオは 16.2 億円であり，楽観シナリオと悲観シ
ナリオとの差は 0.6 億円である．図 5.16および図 5.17に示すように，CASE2 も CASE1 と同様
に B 地山が主体となっており，CASE1 との違いがあまり現われていない． 
以上のように，CASE1，CASE2 とも掘削コストの変動幅はきわめて小さい．また，最尤シナ
リオをみると，CASE1 では 15.8 億円，CASE2 では 15.9 億円であり，施工実績（19.8 億円）と












































        (1)CASE1                  (2)CASE2 
図 5.13 リスクカーブの比較 
 
 
表 5.6 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
CASE1 15.6 15.8 16.0 16.3 19.8 
CASE2 15.6 15.9 16.2 16.3 19.8 
 
58 
0 500 1000 1500 2000 2500
 当 初 設 計 
 
0 500 1000 1500 2000 2500
楽観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
最尤シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
悲観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
 施 工 実 績 
 
 









































0 500 1000 1500 2000 2500
 当 初 設 計 
 
0 500 1000 1500 2000 2500
楽観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
最尤シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
悲観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
 施 工 実 績 
 
 




















































図 5.18 リスクカーブ算定の流れ 
 
CASE1 および CASE2 で得られる推定値μ，推定誤差標準偏差σを
もつ正規分布乱数を 10,000 個発生 
10,000 個の弾性波速度について，地山等級を判定 









 図 5.19 に CASE1 および CASE2 によるリスクカーブを示す．ここでも，超過確率 0.9 に対す
る地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対
する地山評価を悲観シナリオとする．各シナリオにおける地山評価を図 5.20～図 5.23 に示す．
図 5.19 および表 5.7 に示すように，CASE1 では，楽観シナリオは 15.4 億円，最尤シナリオは
15.6 億円，悲観シナリオは 17.0 億円であり，楽観シナリオと悲観シナリオとの差は 1.6 億円と，
地山分類表における地山等級の判定の場合に比べると大きくなっている．一方，CASE2 では，
楽観シナリオにおける掘削コストは 15.5 億円，最尤シナリオにおける掘削コストは 15.6 億円，
















































        (1)CASE1                  (2)CASE2 
図 5.19 リスクカーブの比較 
 
 
表 5.7 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
CASE1 15.4 15.6 17.0 16.3 19.8 




















工実績との一致率は 30％程度である．これに対して，R トンネルの事例では，CASE1 および
CASE2 とも 3.7%と極端に小さい．また，CASE1 および CASE2 とも捕捉率は 40.4%であり，弾
性波速度の不確実性と，弾性波速度による地山等級の判定における不確実性を考慮しても，施工
実績の約 6 割は調査結果からは想定外の地山であったという結果になっている． 
 
 
表 5.8 最尤シナリオと施工実績との一致率と楽観・悲観シナリオからみた施工実績の捕捉率 
 一致率(%) 捕捉率(%) 
CASE1 3.7 40.4 
CASE2 3.7 40.4 
63 
0 500 1000 1500 2000 2500
 当 初 設 計 
 
0 500 1000 1500 2000 2500
楽観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
最尤シナリオ
  
0 500 1000 1500 2000 2500
悲観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
 施 工 実 績 
 
 









































0 500 1000 1500 2000 2500
 当 初 設 計 
 
0 500 1000 1500 2000 2500
楽観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
最尤シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
悲観シナリオ
 
0 500 1000 1500 2000 2500
 施 工 実 績 
 
 









































5.4 事例検証 2 
 
5.4.1 T トンネルにおける事前調査の概要 
 
(1) 事前調査の概要 
T トンネルは，全長 1.7km の 2 車線道路トンネルであり，図 5.24 に示すように和歌山県南部
に位置する．地質は四万十帯の音無川帯に区分される付加体であり，亀裂の発達した頁岩からな
る瓜谷累層と砂岩頁岩互層からなる羽六累層が分布する． 




おいても D 地山がつづくか否かを調査することを目的として，ボーリング調査（図 5.25に示す







































(2) TB1 孔を利用した高精度弾性波探査 











 図 5.26および図 5.27に当初設計，修正設計，および施工実績との比較を示す．図 5.26およ
び図 5.27 に示すように，当初設計では約 6 割が CⅠ地山，約 2 割が CⅡ地山，残り約 2 割が D
地山であった．修正設計では，距離程 0～1170m が調査対象区間であり，既掘削区間の地山状況
を考慮し，未施工区間のほぼ全区間において D 地山と推定された．これに対し，施工実績は，
ほぼ全区間で D 地山であった． 
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 D 地山については，DⅠ地山として，表 5.3 に示した掘削単価により掘削コストを算出した．
その結果を図 5.28に示す．当初設計における掘削コストは 14.2 億円，これに対し，施工実績は






























 R トンネルと同様に，表 5.4 に示した 2 つのケース（CASE1，CASE2）で検討を行った．な
お，解析条件は以下の通りである． 
1) 解析対象は，T トンネル掘削深度を含む 1780m×210m の領域とする． 
2) 図 5.25 に示した TB1 孔では速度検層が実施されているが，トンネル掘削位置付近のみの
測定であり，データ数が極めて少ない．そこで，高精度弾性波探査結果を速度検層データ
の代わりに用いる． 
3) 格子サイズは，バリオグラムにより規定される影響距離を考慮して 10m×10m とする． 
4) 屈折法弾性波探査における最下層境界面のデータを使う場合には，計算機能力を考慮して
100m 間隔とする． 




影響範囲（Range）は，CASE1 で 1500m，CASE2 では 13.9m と大きく異なる．図 5.31にトンネ
ル掘削位置における弾性波速度の推定値を示す．CASE1 では局所的な低速度帯は消えている．
一方，CASE2 は，屈折法弾性波探査結果と外生ドリフト・通常型クリギングとの違いはあまり























図 5.29 TB1 孔沿いの高精度弾性波探査結果 
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                 (a) CASE1                                 (b) CASE2 
図 5.30 バリオグラム 
 
表 5.9 バリオグラムのモデル化関数（指数型モデル） 
 CASE1 CASE2 
Range(m) 1500 13.9 



































































b) 地山等級の判定方法  
地山分類表では，T トンネルは第三紀の泥岩が主体であり，表 5.2に示す L 層状地山に分類さ
れる．この場合，弾性波速度区分と地山等級の関係は，図 5.32 に示すように，地山等級間で弾
性波速度が一部重複する．そこで，弾性波速度が重複する区間については，0～1 の一様乱数を


























 ここでは，地山分類表による地山等級における不確実性について検討する．表 5.4 に示した
CASE1 および CASE2 について，R トンネルと同様に，通常型クリギングおよび外生ドリフト・
通常型クリギングにより推定されたトンネル掘削位置における弾性波速度を用いリスクカーブ
の算定を行った．なお，地山評価は，トンネル掘削位置において 10m 間隔で実施する．これに
より，T トンネルにおいては，全長 1.7km であることから，170×10,000 個の弾性波速度データ
が得られる． 
 図 5.33 に CASE1 および CASE2 によるリスクカーブを示す．また，図 5.33 において，超過
確率 0.1 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超
過確率 0.9 に対する地山評価を悲観シナリオとする．各シナリオにおける地山評価を図 5.34～図
5.37に示す．まず，図 5.33および表 5.10に示すように，CASE1 では，楽観シナリオは 11.9 億
円，最尤シナリオは 12.2 億円，悲観シナリオは 12.7 億円であり，楽観シナリオと悲観シナリオ
の差は 0.8 億円と小さい．図 5.34および図 5.35に示すように，各シナリオとも CⅠ地山が主体
となっている．また，各シナリオとも当初設計に近い地山評価となっている．一方，CASE2 で
は，楽観シナリオは 12.2 億円，最尤シナリオは 12.8 億円，悲観シナリオは 13.4 億円であり，楽














































        (1)CASE1                  (2)CASE2 
図 5.33 リスクカーブの比較 
 
表 5.10 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
CASE1 11.9 12.2 12.7 14.2 21.3 
CASE2 12.2 12.8 13.4 14.2 21.3 
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 ここでは，弾性波速度の不確実性について検討する．表 5.4 に示した CASE1 および CASE2
についてリスクカーブの算出を行う．リスクカーブの算定方法は，R トンネルの場合と同じであ
る（図 5.18）．  
 図 5.38 に CASE1 および CASE2 によるリスクカーブを示す．また，図 5.38 において，超過
確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超
過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオとする．各シナリオにおける地山評価を図 5.39～図
5.42に示す．図 5.38および表 5.11に示すように，CASE1 では，楽観シナリオは 11.2 億円，最
尤シナリオは 12.2 億円，悲観シナリオは 13.6 億円であり，楽観シナリオと悲観シナリオとの差
は 1.4 億円と，地山分類表における地山等級の判定の場合に比べると大きくなっている．一方，
CASE2 では，楽観シナリオは 10.9 億円，最尤シナリオは 12.8 億円，悲観シナリオは 18.0 億円















































        (1)CASE1                  (2)CASE2 
図 5.38 リスクカーブの比較 
 
 
表 5.11 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
CASE1 11.2 12.2 13.6 14.2 21.3 





オによる施工実績の捕捉率(%)を示す．2.1 の図 2.3 に示したように，第三紀層では，事前調査
結果と施工実績との一致率は 40％程度である．これに対して，T トンネルの事例では，CASE1
では 4.2%，CASE2 では 10%と小さい．また，捕捉率は，CASE1 では 8.2%，CASE2 では 57.1%
と大きく改善している．これは，CASE2 では，図 5.41 および図 5.42 に示すように，悲観シナ
リオにおいて D 地山が現われたためである．ただ，T トンネルにおいても，捕捉率は 100%にな
っていない．  
 
表 5.12 最尤シナリオと施工実績との一致率と楽観・悲観シナリオからみた施工実績の捕捉率 
 一致率(%) 捕捉率(%) 
CASE1 4.7 8.2 
CASE2 10.0 57.1 
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個々での結果は，5.3.2(2)で示した図 5.33～図 5.37との比較となる． 
 図 5.43 に屈折法弾性波探査と高精度弾性波探査によるトンネル掘削位置における弾性波速度
の比較を示す．高精度弾性波探査は，施工中に実施されたものであり，探査対象範囲は未施工区





























図 5.44 にリスクカーブを示す．ここでも，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，
超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオ




 図 5.45および図 5.46に地山評価結果を示す．楽観シナリオ，最尤シナリオ，悲観シナリオと


























図 5.44 高精度弾性波探査結果のリスクカーブ 
 
 
表 5.13 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
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表 5.14 各地質における弾性波速度の低減率 26) 
岩種 期待値＋σ 期待値 期待値－σ 
深成岩 0.38 0.52 0.66 
第三紀層 0.46 0.58 0.71 
中古生層 0.50 0.63 0.77 































































(b) T トンネル 
 







































































































































































果との関係を利用した推定の 2 通りが考えられる． 

















































して 2 つの地山等級が考えられる場合には，0～1 の一様乱数を発生させて，0.5 以上であれば良
好な側の地山評価を，0.5 未満であれば不良な側の地山評価を行うものとした． 
 




B-a B 65～ 








6.3 事例検証 1 
 















 R トンネルにおいては，B-1，B-2，B-3 孔においてダウンホール法速度検層が，B-2 孔におい
て音波検層が実施されている．図 6.4に，各ボーリング孔におけるコア評価点と弾性波速度との
関係を示す．ここでは，B-1，B-2，B-3 孔の 3 本のボーリング孔で実施されているダウンホール
法速度検層による結果とコア評価点との相関を用いることとする． 
 図6.4に示したダウンホール法速度検層データ Vp(m/s)とコア評価点 Cpとの関係を直線で近似
すると，次式となる． 
 







y = 0.013x - 11.276
R2 = 0.2213
































図 6.5に示す超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を
最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオとし，各シナリオによる地山評価
結果を図 6.6および図 6.7に示す． 
ここで，悲観シナリオと楽観シナリオとの差を変動幅とする．このときの変動幅は，図 6.5
および表 6.4に示すように 0.1 億円程度であり，コア評価点から地山等級を判定する際の不確実
性による掘削コストの変動幅はほとんど無いことがわかる．また，リスクカーブは施工実績に達
していない．さらに，最尤シナリオと施工実績との差は約 4 億円と大きい． 
各シナリオによる地山評価結果は，図 6.6 および図 6.7 に示すように， 9 割以上の区間で B
地山となっており，当初設計に近い結果となっていることがわかる．これに対して，施工実績で


























図 6.5 コア評価点から地山等級を判定する際の不確実性によるリスクカーブ 
 
 
表 6.4 楽観・最尤・悲観シナリオによる掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
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との相関式（式(6.2)）を用いる場合を CASE2 とする．CASE1 および CASE2 によるリスクカー
ブを図 6.8に示す．ここで，6.3.2と同様に，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，
超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオ
とし，各シナリオによる地山評価結果を図 6.9～図 6.12に示す． 
 図 6.8および表 6.5に示すように，最尤シナリオと施工実績との差は，CASE1 では約 4 億円，
CASE2 ではほぼ一致している．このことから，弾性波速度とコア評価点との相関における不確
実性を小さくすることが有効であると考えられる．一方，楽観シナリオと悲観シナリオにおける
















































        a)CASE1                   b)CASE2 
図 6.8 弾性波速度とコア評価点との相関における不確実性によるリスクカーブの比較 
 
 
表 6.5 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
CASE1 15.4 16.2 21.6 16.3 19.8 
CASE2 18.0 20.1 24.7 16.3 19.8 
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 図 6.13に弾性波速度の不確実性を考慮した場合のリスクカーブを示す．ここで，超過確率 0.9
に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1
に対する地山評価を悲観シナリオとする．楽観シナリオによる掘削コストは 18.1 億円，悲観シ
ナリオによる掘削コストは 24.1 億円であり，その差は 6 億円である．また，最尤シナリオは施
工実績にほぼ一致する．各シナリオによる地山評価結果を図 6.14および図 6.15に示す．地山評
価は，楽観シナリオは B 地山が全体の約 7 割を占める．悲観シナリオは CⅡ地山が全体の約 4
割，D 地山が全体の約 4 割を占める．最尤シナリオは CⅠ地山が約 6 割，CⅡ地山が約 2 割，D
地山が約 2 割を占める．前述のように，最尤シナリオの掘削コストは施工実績にほぼ一致するも
























図 6.13 弾性波速度の不確実性を考慮した場合のリスクカーブ 
 
表 6.6 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
掘削コスト 18.1 20.1 24.1 16.3 19.8 
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 図 6.16 にリスクカーブを示す．ここでも，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，























































15.5 億円 15.6 億円 15.6 億円 -4.2 億円 0.1 億円 
②コア評価点と弾性
波速度との相関 ※2 
18.0 億円 20.1 億円 24.7 億円 0.3 億円 6.7 億円 
③弾性波速度 18.1 億円 20.1 億円 24.1 億円 0.3 億円 6.0 億円 
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図 6.19 拘束圧依存（花崗岩の例）54)      図 6.20 拘束圧依存（砂岩の例）54) 




Barton57)は，図 6.21 に示すように，土被り厚（H）ごとに Q 値と弾性波速度との関係を示し
ている．この図から吉見 58)は，以下のように土被り厚を考慮した弾性波速度の補正を行ってい

























図 6.21 土被り厚ごとの弾性波速度と Q 値との関係 58) 





















 吉見 53)は，式(6.4)によりトンネル掘削位置における弾性波速度 Vpから土被り厚を考慮した Vp’








































































































図 6.22 土被り厚を考慮した弾性波速度の例 











y = 0.027x - 74.06
R2 = 0.3979





























図 6.23 音波検層による弾性波速度とコア評価点の比較（B-2 孔） 
 
 
5.12,21.30020.0 =−⋅= σpp VC  (6.6) 
 
 補正前の標準偏差σは式(6.2)に示したように 12.8，これに対して土被り厚を補正することによ

















































 地盤リスクの評価結果を図 6.25 に示す．ここで，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナ































図 6.25 土被り厚を補正した場合のリスクカーブ 
 
 
表 6.9 楽観・最尤・悲観シナリオによる掘削コストの比較 
 土被り厚補正前 土被り厚補正後 
楽観シナリオ 17.7 億円 17.5 億円 
最尤シナリオ 20.1 億円 21.1 億円 
悲観シナリオ 26.4 億円 27.9 億円 
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 図 6.28 に屈折法弾性波探査結果と音波検層結果の比較を示す．この図から，屈折法弾性波探
査結果 Vp_surfと音波検層結果 Vp_logとの関係を次式で与える． 
 






































 地盤リスクの算定結果を図 6.29 および表 6.10 に示す．図 6.29 において，超過確率 0.9 に対
する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に
対する地山評価を悲観シナリオとする．図 6.30および図 6.31に各シナリオによる地山評価結果



























図 6.29 土被り厚を補正した場合のリスクカーブ 
 
 
表 6.10 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
掘削コスト 18.8 24.8 31.4 16.3 19.8 
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図 6.33に示す超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を
最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオとし，各シナリオによる地山評価
結果を表 6.11，図 6.34および図 6.35に示す． 
































図 6.33 コア評価点から地山等級を判定する際の不確実性によるリスクカーブ 
 
 
表 6.11 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
掘削コスト 15.2 15.8 16.4 14.2 21.3 
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 リスクカーブを図 6.36 に示す．ここで，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超
過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオと
し，各シナリオによる地山評価結果を図 6.37～図 6.38に示す． 
 図 6.36に示すように，楽観シナリオは 14.0 億円，最尤シナリオは 15.2 億円，悲観シナリオは

























図 6.36 弾性波速度とコア評価点との関係における不確実性によるリスクカーブ 
 
表 6.12 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
掘削コスト 14.0 15.2 21.3 14.2 21.3 
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 図 6.39に弾性波速度の不確実性を考慮した場合のリスクカーブを示す．ここで，超過確率 0.9
に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1
に対する地山評価を悲観シナリオとする．楽観シナリオによる掘削コストは約 14.5 億円，悲観
シナリオによる掘削コストは約 19 億円であり，その差は約 4.5 億円である．最尤シナリオと施
工実績との乖離は約 6 億円である．また，リスクカーブは施工実績にほとんど達していない．  
各シナリオによる地山評価結果を表 6.13，図 6.40 および図 6.41 に示す．楽観シナリオと最


























図 6.39 弾性波速度の不確実性によるリスクカーブ 
 
 
表 6.13 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
掘削コスト 14.5 15.2 18.8 14.2 21.3 
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 図 6.42 にリスクカーブを示す．ここでも，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，
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4.0km/s から約 3.0km/s に低下している． 
 上記により，土被り厚を補正した弾性波速度に対して，6.4.4と同様に，地山評価を行う．図
6.47にリスクカーブを示す．ここで，超過確率 0.9 に対する地山評価を楽観シナリオ，超過確率
0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を悲観シナリオとする．
表 6.16，図 6.48 および図 6.49 に，各シナリオによる地山評価結果を示す．最尤シナリオにつ
いては，土被り厚を補正することにより施工実績に近い結果が得られた．このことは，R トンネ
ルの結果と異なる．悲観シナリオと楽観シナリオとの差は 6.8 億円であり，表 6.14 に示した土
被り補正前と比較すると，土被り厚を補正することにより差は小さくなっている．また，は最尤
シナリオに近い結果となった．図 6.48 および図 6.49 に示すように，最尤シナリオは D 地山が





y = 0.0061x + 13.442
R2 = 0.6023


























































































図 6.47 土被り厚を補正した場合におけるリスクカーブ 
 
 
表 6.16 各シナリオにおける掘削コスト（単位：億円） 
 楽観 最尤 悲観 当初設計 施工実績 
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価を行う．図 6.50にリスクカーブを示す．図 6.50において超過確率 0.9 に対する地山評価を楽
観シナリオ，超過確率 0.5 に対する地山評価を最尤シナリオ，超過確率 0.1 に対する地山評価を


























図 6.50 高精度弾性波探査結果におけるリスクカーブ 
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岩系地山の R トンネル，堆積岩系地山の T トンネルについて行った．その結果，R トンネル，T
トンネルとも，施工実績から推定される掘削コストは，地盤リスクの範囲内に収まった．第 5































































地山分類表による地山評価における不確実性として，次の 2 つが挙げられる．1 つは屈折法弾性
波探査により得られる弾性波速度自体の不確実性，もう 1 つは地山分類表の弾性波速度区分によ
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